
参考様式第２９及び参考様式第３２の別添３ 

 

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類 

 

事業番号 ★ Ｄ 23 - 5 - 8  

要綱上の 

事業名称 （２３）避難誘導機器整備事業（事業費） 

細要素事業名 城内・米田・南浜地区周辺 避難誘導施設整備事業 

全体事業費 7,000（千円） 

 

１ 事業の目的 

東北地方太平洋沖地震の大津波で被災した野田村米田地区及び南浜地区で実施されている

防災集団移転促進事業（城内・米田・南浜地区）により整備される団地周辺において、災害時、

迅速に避難することを可能にするため、夜間視認性にも配慮した避難誘導標識等の設置を実施

する。 

 

２ 事業の内容 

防災集団移転促進事業において整備された団地周辺において、野田村で指定している津波避

難場所へ導くため、夜間停電時の視認性に配慮した太陽電池式の津波避難誘導標識、津波避難

場所標識の設置をする。 

    

３ 事業のスケジュール 

  ・平成 29年 7月～10月頃 

   

４ 事業費の内訳 

   工事費 7,000千円  

 

５ 基幹事業との関連性 

東北地方太平洋沖地震の大津波に

より、大きな被害を受けた城内・米

田・南浜地区の一部を山間集落であ

る高台団地に移転させ、津波被害を

防止する集団移転促進事業を行い、

防集住宅（38戸）用及び災害公営住

宅（31戸）等用の宅地整地、公共施

設（区画道路・公園等）整備を実施

している。 

防集団地で生活再建を果たした住

民の方々が農作業や漁業従事の際に

海岸や低地部からの避難対応や防集

団地周辺にいる人々及び地区周辺に

設置される都市公園への来園者等に

対して津波発生時に安全な避難を可

能にすることで、被災した地区及び被災者の復興に加えて、災害に強いまちづくりを更に推進

するため、本事業を実施するものである。 

※この様式は、原則として、参考様式第 29及び参考様式第 32の別添２に記載した細要素事業ごとに作成して

ください。 

※「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、全体事業期間を

通じての全ての事業費を記載して下さい。 

※細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。 


